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Ⅰ 「女と男」の平等に向けた意識づくり
1 「女と男」が支えあう社会づくりのための啓発・広報活動の推進

Ⅰ-1

特に問題はない。

広報紙の作成にあ
たっては不適切な表
現にならないよう、十
分注意する。

総務課

マスメディアや社会が十
分な取組を行っており、
社会の風潮も女性の尊
厳を重視するようになっ
てきた。今後も継続して
市広報などで男女共同
参画に係る表現の普及
を図っていくとともに、他
課発行の印刷物にも十
分注意を払っていく。

3
性差別につ
ながらない
表現の促進

男女の固定
的性別役割
分担意識の
解消

2

1

　広報紙など刊行物の作成にあ
たっては不適切な表現にならない
よう、十分注意した。

1
男女共同参
画に係る表
現の普及

　公的に発行する各
種情報資料の表現
に、男女共同参画の
視点を取り入れ、固
定的な役割分担を意
識させる表現をしな
いよう、普及啓発を図
る。

3

総務課

　公募の編集委員３人により、男女
共同参画市民情報誌「ゆっパル」を
広報とわだの紙面上で発行した。
○「ゆっパル」第32、33号を広報と
わだ11月号、３月号に各２ページ掲
載。特別版として広報とわだ６月号
に1/2ページ掲載した。

3
男女共同参
画関連情報
誌の発行

　男女共同参画意識
の浸透を図るため男
女共同参画市民情報
誌を発行する。

4

　編集委員は公募により最
大６人としているが、希望
者が６人に満たず、３人で
毎年度継続していた。次年
度は６人にして、６人分の
意見とアイディアを取り入
れたい。

　平成27年度と同様
に情報誌発行を行
う。

総務課

　市ホームページに
おいて、男女共同参
画に関する情報を提
供する。第2次十和田
市男女共同参画社会
推進計画における平
成28年度の取組実績
を市ホームページで
公表する。

　市ホームページにおいて第2次十
和田市男女共同参画社会推進計
画平成27年度進捗状況を公表し
た。また、「広報とわだ」でも男女共
同参画の記事を掲載した。

　「広報とわだ」や市
のホームページを通
し、男女共同参画に
関する情報提供を充
実させる。

男女共同参
画の啓発と
情報提供

2 4

広報紙
面4.5Ｐ

　第2次十和田市男
女共同参画社会推進
計画において、速や
かに市ホームページ
で取組を公表して情
報提供に努めている
が、次年度から「男女
共同参画」の周知度
を計るため、アンケー
ト調査も考えたい。

第2次十和田市男女
共同参画社会推進
計画において、取り
組んだ結果を速やか
に市ホームページで
公表し、情報提供に
努めた。今後は、「男
女共同参画」という言
葉の周知度を町内会
アンケート調査などで
はかっていくことが大
切である。

男女共同参画情報誌
「ゆっパル」の発行を継
続し、市民への周知に
つながったといえる。編
集委員が定数を満たさ
ず、毎年度３人にしか満
たなかったが、実施計画
（後期）は６人体制でより
多くの情報を提供してい
くよう努めなければなら
ない。

4

4

　本年度も、上十三
地域男女共同参画
ネットワークが実施す
る事業に対し、ネット
ワーク市町村会議の
構成団体として支援
などを行う。

総務課1

男女共同参
画社会推進
にかかわる
学習機会の
充実

　「男女共同参画」を
身近な問題としてとら
えたセミナー、フォー
ラム等を開催し、普及
啓発を図る。

4

　青森県と上十三地域男女共同参画
ネットワークが実施した研修会「地産地
消地域を元気に」にネットワーク市町村
会議の構成団体として参加した。10月
に「男女共同参画の視点を取り入れた
安心避難所づくり」を六戸会場で行い、
防災に対する女性の視点を研修した。

30人 77%

　上十三地域男女共同参画
ネットワークが「男女共同参画
の視点を取り入れた安心避難
所づくり」の研修で段ボールの
ベッド、トイレ、仕切り等を活用
し女性の視点での避難所を製
作したが、今後の災害時にお
いても、このことは重要な考え
方である。

　今後の男女共同参画社会
づくりには、十和田、三沢、
野辺地、七戸、六戸、横浜、
東北、おいらせ、六ヶ所の市
町村９団体及び県男女共同
参画センターが加わって作る
上十三地域男女共同参画
ネットワークがお互いの協力
により、学習成果をあげてき
た。今後も継続して支援し学
習機会の充実を図る。

4

問題点及び今後の課題
28年度計画 担当課

重点項目
基本目標

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

№ 事業名 内容 評価 取組の実績 実績数値 女性比
24～28年度
計画の総括

達
成
度



2

Ⅰ 「女と男」の平等に向けた意識づくり
2 学びの場での「女と男」の平等への意識づくり

Ⅰ-2

4

　各校の授業や
活動において、
男女の協力等の
指導を通して、
異性について正
しく理解させると
ともに性を尊重
する意識の定着
を図ることができ
た。

　参加者の総数は減
少傾向にあるもの
の、参加者の女性比
率については、60％
代をおおむね維持し
ていることから、男女
共同参画の観点から
は良好である。

4

　各校における
計画的なキャリア
教育を通して、
男女の性別差に
よる固定的な役
割分担意識など
にとらわれない
望ましい勤労観・
職業観が育まれ
ている。

4

　各校において、計
画的な家庭科での学
習を中心に知識・技
能を身につけ、学習
した内容を休日や長
期休業中などを重点
的に、家庭での役割
を果たすという実践
がなされている。

4

指導課

4
家庭科教育
の充実

　家庭科教育を通し
て、男女や家族が協
力して互いに支え合
い、自分自身も家族
の一員としての自覚
を持ち、生活をよりよ
くしようとする実践的
態度の育成を図る。

4

指導課

子ども会リー
ダー研修会

2

　参加者が減少傾向
にあるため、子ども会
加入者以外の参加も
検討したい。

初級リーダー１日研
修会２回（４月）
初級リーダー宿泊研
修会１回（２月）
中級リーダー宿泊研
修会１回（６月）

スポー
ツ・生涯
学習課

62.5%

　各校において、家庭科の年間指
導計画に基づき、家庭生活と家族
（小学校）、家庭と子どもの成長（中
学校）等での学習を中心に知識・
技能を身につけ、学習した内容を
実際に家庭での役割を果たすとい
う実践も図られている。

　より実践的な態度を
育成するために、学
校で学んだ知識や技
術を実際の家庭生活
に生かしたり、活用し
たりする場を一層大
切にしていく必要が
ある。

　前年度の反省を生
かした家庭科の年間
指導計画の見直し及
び授業実践につい
て、学校訪問等で各
校に指導助言してい
く。

指導課

　児童生徒の望まし
い勤労観・職業観の
形成を支援するよう、
学校訪問等で各校に
指導助言していく。ま
た、中学校２年生対
象に「夢への挑戦講
演会」で、将来の夢を
持ち続けることの大切
さを説くと共に、教員
に対してはキャリア教
育研修会を実施す
る。

異性につい
ての正しい
理解を深め
る指導の充
実

1

初級リーダー１日研修会１回15人
初級リーダー宿泊研修会１回26人
中級リーダー宿泊研修会１回７人
計48人のうち女性30人

　初級・中級・上級の
各段階において、次
代を担う青少年の育
成を図る。

4

　教科、道徳、特別活
動等において、男女
の身体のしくみ、命の
尊さ、男女の協力等
の指導を通して、異
性について正しく理
解させるとともに、性
を尊重する意識の向
上を図る。

　各校において、学級活動や教科
の授業において、異性に対する正
しい理解などの具体的な保健指導
及び保健学習が進められている。
また、各校とも教育活動全般にお
いて、男女の協力による活動が見
られた。

4

　学校行事や学級活
動、道徳の時間で取
り上げた男女の協力
や互いのよさ等を、学
校生活全般で補充、
深化、統合することに
より、その価値の自覚
をより深めさせたい。

　学習指導要領の趣
旨に沿った年間指導
計画の整備及び授業
実践について、学校
訪問や各種研修会で
各校に指導助言して
いく。

基本目標
重点項目

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

学校等にお
ける男女共
同参画に関
する教育の
推進

1

3

固定的性別
役割分担意
識にとらわ
れないキャリ
ア教育の推
進

　各校におけるキャリ
ア教育を通して、性
別による固定的な役
割分担意識にとらわ
れない、望ましい勤
労観・職業観を育む。

4

　各校において、学校教育全体計
画に基づいたキャリア教育が、全教
育活動を通じて実施されている。特
に、総合的な学習の時間等を活用
した授業や体験活動での職場体験
学習や職場見学、講話などを通し
て男女の性別差なく、共に働くとい
う、健全な勤労観・職業観の育成が
図られている。

　作成済みの全体計
画及び各学年の年間
指導計画を、実践を
踏まえて毎年度見直
し、計画的・継続的な
授業実践に努める必
要がある。

48人中
女性30
人

28年度計画 担当課
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題実績数値 女性比

24～28年度
計画の総括

達
成
度
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Ⅰ-2

24～28年度
計画の総括

達
成
度

　出版件数も多く
はなく、利用者の
関心も低いが、
男女共同参画に
関する資料を収
集した。

3

　高齢者が、健
康的で充実した
心豊かな人生を
おくるための学
習と交流の場に
なるという事業の
目的及び男女共
同参画の意識の
浸透なされてい
る。

4

　参加者は例年
女性が多く占め
ているが、実施を
重ねる毎に男性
の割合も増加し
ている。このこと
から、母親だけ
でなく父親も家
庭教育に関心を
持ち、積極的に
関わろうという意
識が高まってい
ると考えられる。

4

 男女共同参画に関する資料を１１
４冊所有、貸出等により市民に提供
している。

1
男女共同参
画に関する
図書の整備

出版件数も多くはな
く、利用者の関心も少
ない。

  男女共同参画に関
する資料を引き続き
収集していく。展示
コーナー等について
も検討する。

　対象は概ね60歳以
上となっているもの
の、受講生の平均年
齢が74歳を超えてい
る。
高齢者講座とはい
え、さらに高齢化が進
むと講座の継続が危
惧されるため、60代の
受講生を増やし若返
りを図ることとしたい。

 「あなたの資産があぶない」、「誠
なる十和田湖のヒメマス」、「ふるさ
との四季」等の講座を企画、軽ス
ポーツでは「スカットボール」を実施
した。また、３回行った野外学習で
は、階上岳や漁業栽培センターの
視察や田舎館村が世界に誇る芸
術「田んぼアート」、「絵馬の町」とし
て知られる七戸町の神社をめぐり、
見聞を広めることができた。
　女性22人、男性10人、延べ398人
（うち女性269人）

　開講式から閉講式まで年
17回計画、講話では明る
い選挙出前講座を活用し
て「あおもりの不思議」、オ
ペラ歌手による「日本の
歌」などの講演、野外学習
においては「久慈琥珀の歴
史」、「中渡神社から櫛引き
への由来」などで見聞を広
め、講話では「あおもりの
不思議な世界」、「南八甲
田幻の県道」等について
学ぶ。
　恒例の東地区公民館ま
つりでは、受講生全員でフ
リーマーケットや食堂・喫
茶の運営で参加する。

スポー
ツ・生涯
学習課
Ⅰ-3-3
と重複

3

東公民
館
Ⅰ-3-3
Ⅳ-3-1
と重複

　参観日やPTAの集まり
など、保護者の集まる機
会に実施したが、多くの
参加を得られなかった。
「父」「母」ではなく、
「親」として参加してもら
えるよう内容にも工夫が
必要だと感じる。
漠然としたテーマの学
校については、限られた
時間の中で内容が多岐
にわたるため、十分に理
解しづらい点があった。
より明確な要望を見出
し、充実した学習機会と
なるようにしたい。

市内17校で実施予定
（参観日、PTA研修会
等で実施）

参加者合計　1,108人
内アンケート回答者　752名(回答
率68％)
(男性26％、女性74％)
*講話についての要望等を事前に
調査し、保護者が集まりやすい機
会を捉え、学校、講師と調整のもと
講演会やワークショップを実施。参
観日を利用して子どもと一緒に講
話を聞く回もあった。

高齢者講座
「遊友ひが
し」

2 4 32人 68%

4 1,108人

アン
ケート
回答者
のうち
女性
74%

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

１１４冊

家庭教育応
援事業

男女共同参
画に関する
学習の推進

2

　一人一人が親として
の自分を見つめ直
し、自信を持って子
育てや家庭教育が行
えるよう、学習機会の
提供をする。

　高齢者が、健康的
で充実した心豊かな
人生を送るための学
習と交流の場となるこ
とを目的とする。
　講話、軽スポーツ、
野外学習などの各講
座に男女共同参画の
視点を取り入れ、意
識の浸透を図る。

3

　男女共同参画に関
する図書の整備・充
実を図り、広く市民に
提供する。

28年度計画 担当課
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題実績数値 女性比

市民図
書館
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Ⅰ-2

5 3 4

6 4 4

24～28年度
計画の総括

達
成
度

多くの市民の方に利
用していただき、市政
に対する理解を深
め、市民と行政が協
働で生涯学習による
まちづくりを目指す。

取組の実績

子ども議員は参加希
望での申込み順や抽
選のため、男女比を
調整することは難し
い。

市内の小学６年生を
対象に議員を22名選
出し、実際に議場で
質問等を行い、議会
を模擬体験する。

市民図書館を会場に
全３回実施。（11月）

市民図
書館

読書の楽しさや
素晴らしさを広
め、本と人との橋
渡しを手助けす
る、読書活動推
進の担い手とし
ての、子ども司書
を養成することが
できた。

参加者は定員の
22名をほぼ達成
しており、また、
女性比率も過半
数を超えているこ
とから良好であ
る。

とわだ子ども議会
子ども議員（男性１１人、女性１４
人、計２５人）

スポー
ツ・生涯
学習課
Ⅰ-3-3
と重複

スポー
ツ・生涯
学習課

市内小学校4～6年生
子ども司書
男性　２人　　女性　７人

９人中
女性７
人

77%

参加希望での申込み
順や抽選のため、男
女比を調整すること
は難しい

講座の実施回
数・参加者数が
増加していること
に伴い、男女とも
に参加者数は増
加している。た
だ、リピーターが
多いことから、新
規の受講者を増
やすよう周知に
努めたい。

4

2
男女共同参
画に関する
学習の推進

とわだ子ども
議会

　議会を模擬体験す
ることにより、子どもた
ちに議会や行政の仕
組を知ってもらうととも
に、質問を通して自
分たちの住んでいる
十和田市について考
えることにより、郷土
を愛する心情を育
む。

平成28年度事業実施状況及び評価

子ども司書
養成講座

　図書館業務の体験
を通して、司書の知
識や技術などを学
び、読書の楽しさや
素晴らしさを広め、本
と人との橋渡しを手助
けする読書活動推進
の担い手として、子ど
も司書を養成する。

問題点及び今後の課題

◇医療…講座実施10（延べ693人　男39人・女
　191人　※不明463人）
◇介護…講座実施26（延べ561人　男132人・女
　423人　※不明6人）
◇環境…講座実施4（延べ202人　男104人・女98
人
　　　　　※不明0人）
◇観光…講座実施5（延べ272人　男0人・女0人
　　　　　　※不明272人）
◇教育…講座実施4（延べ72人　男17人・女17人
　　　　　　※不明38人）
◇健康…講座実施7（延べ223人　男72人・女151
人
　　　　　　※不明0人
◇建設…講座実施0（延べ0人　男0人・女0人）
◇子育て…講座実施1（延べ11人　男6人・女5人
　　　　　　※不明0人）
◇市政…講座実施14（延べ281人　男70人・女104
人
　　　　　　※不明107人）
◇施設見学…講座実施36（延べ1,396人　男393
人・
　　　　　　女426人　※不明577人）
◇生活・その他…講座実施7（延べ178人　男63

きらめき講
座の開催

　男女共同参画に関
する学習機会の充実
を図る。

4 4 1,530人 63%

きらめき講座の周知
方法。（現在はチラ
シ、HP）。おすすめ講
座をポスターにするな
ど工夫が必要であ
る。
　利用される講座が
限られるので、担当
課においても市民の
方々が興味を持てる
ようなメニューを提供
していただく必要があ
る。また、担当課でも
自分たちの提供する
講座を周知するよう
協力していただきた
い。

施策の方向
事業名 内容 評価№ 実績数値 女性比

28年度計画 担当課

25人中
女性14
人

56%
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Ⅰ 「女と男」の平等に向けた意識づくり
3 「女と男」が持つ個性の尊重

Ⅰ-3

5

平成24年度より
継続して女性任
用率50%を維持し
ている。特に女
子児童生徒への
相談業務など，
女性相談員なら
ではの対応が図
られている。

4

依頼に応じて年
間1校～２校に実
施した。今後も学
校との情報交換
を図り、思春期
保健を推進して
いく必要がある。

4

派遣相
談4,644
回
教育相
談177
回

2
教育相談事
業

1
個性と性を
尊重する意
識の啓発

小学校７校、中学校７
校に相談員を派遣す
る。また、臨床心理士
等の派遣時間を年間
350時間とする。さら
に、相談員等の構成
については、これまで
同様に男女偏りのな
いバランスのとれた構
成とする。

学校主体の開催をす
すめているため依頼
される回数は少ない
が、学校との情報交
換により連携を図り今
後も思春期保健を推
進していく必要があ
る。

23人3

中学生の赤
ちゃんふれ
あい体験教
室

指導課

学校の要望に応じて
実施する。実施内容
については、学校と
打ち合わせにより調
整する。

健康増
進課

　実際に乳幼児とそ
の親に接し、命が母
体で育まれ、生まれ
て育つ過程を通し
て、自分の心身の発
達変化について考
え、命の尊さを学ぶ
機会を作る。

4

1校1回開催　23人参加
平成28年度から事業名を赤ちゃん
ふれあい体験教室から思春期教室
とする。

◇人権擁護委員と連
携し、研修会等を実
施
◇毎月２回（８月のみ
１回）の人権相談（21
回）の他、6月、12月
の人権週間では、行
政相談員との合同相
談を実施
◇ろまんパークフェス
ティバルや秋まつりに
おいて、市内中学生
と一緒に人権啓発活
動を実施
◇小中学校で人権啓
発のための人権教室
を実施

まちづく
り支援
課

　教育相談員学校派
遣、教育相談室、適
応指導教室、臨床心
理士学校派遣で、児
童生徒の悩みなどに
ついて相談を受け、
解決のための支援を
行う。

4

◇学校派遣、教育相談室、適応指
導教室が連携して、充実した支援
ができた。学校派遣相談員の年間
相談回数延4,644回、教育相談室
での年間相談回数延べ177回
◇教育相談員及び適応指導員へ
の女性任用率…50.0%（相談室・適
応指導教室・学校派遣　14人中7
人）

相談員
の女性
任用率
50％

年々複雑化、多様化
している悩みや問題
に対して、学校や関
係機関と連携を図り
ながら、より適切に対
応していく必要があ
る。

　十和田人権擁護委
員会協議会と連携を
図り、国民に保障され
ている基本的人権を
擁護し、自由人権思
想の普及高揚に努め
る。

5

◇人権擁護委員と連携し、研修会
等を実施
◇毎月２回の人権相談（21回）の
他、6月、12月の人権週間等では、
行政相談員との合同相談を実施
◇ろまんパークフェスティバルや秋
まつりにおいて、市内中学生と一緒
に人権啓発活動を実施
◇小中学校で人権啓発のための
人権教室を実施

24～28年度
計画の総括

達
成
度

人権相談、人権
教室や市内中学
生と実施したイ
ベント時の啓発
活動を通じて、
自由人権思想の
普及高揚に努め
ることができた。

基本目標
重点項目

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

28年度計画 担当課
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題

1
人権尊重に
ついての普
及、啓発

子ども、女性、高齢者
の人権はもとより、情
報技術の進化により、
インターネット等を
使ったいじめや人権
侵害、外国人に対す
るヘイトスピーチなど
が問題化されている
ことから、人権思想の
より一層の普及啓発
のため人権啓発活
動、人権教室の開催
方法の検討や相談窓
口の周知等が必要で
ある。

実績数値 女性比

人権相
談・合同
相談23
回
イベント３
回
教室7回

人権擁
護委員
の女性
任用率
50％
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Ⅰ-3

24～28年度
計画の総括

達
成
度

成人式において、若い
男女が互いに尊重し、
協力し合っていかなけれ
ばならないことを、成人
式でのパンフレット配布
で周知でき、ＤＶに関す
る意識の啓発につな
がった。

3

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

№ 事業名 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題

2
女性に対す
るあらゆる暴

力の根絶

高齢者講座
「遊友ひが
し」

省略

相談者が高齢化し、離
婚相談、病気・精神の
問題等相談内容が複雑
になってきている。この
ため、女性の自立のた
めの支援や助言が必要
であるが、相談員の資
質の向上が求められて
いる。

女性からの相談に対
し関係機関と連携を
密にし、適切な指導、
助言を行う。

セクシュア
ル・ハラスメ
ントに関する
相談、情報
提供

　関係機関が設置す
る相談窓口の活用な
ど、セクシュアル・ハラ
スメントに関する情報
提供をする。

4

青森県労働委員会による労働相談
会等、市のホームページを活用し
た情報提供及びポスター、パンフ
レットの設置により周知を図った。

各種機関の状況把握
に努めながら周知を
図る。

引き続き市ホーム
ページを活用した情
報提供及び関係機関
からのポスターやパン
フレットなどによる周
知を図る。

28年度計画

商工労
政課

2
婦人相談員
による相談
体制の充実

　婦人相談員を配置
し、女性からの相談
に対し、適切な指導
を行うとともに配偶者
からの暴力（DV）防止
等の啓発に努める。

4

女性からの直接及び電話等による
相談に対し指導、助言を行った。
相談延べ件数　43件
◇人間関係　　30人
◇経済関係　　8人
◇医療関係　　　2人
◇住居問題 　3人
　合計43人

43件
こども子
育て支
援課

3

女性からの相談に
対し関係機関と連
携を密にし、適切
な指導、助言を行
い、ある程度の成
果は得られた。今
後も引き続き相談
員の資質の向上に
努める。

4

一貫して、ポス
ターの掲示やパ
ンフレットを設置
した他、平成26
年度からは市
ホームページも
活用し、情報提
供を行った。

4

担当課

1
ＤＶに関す
る意識の啓
発

　女性に対する暴力
について、社会にお
ける認識と、根絶に向
けて意識向上を図る
ため、パンフレットを
作成し啓発する。

3
「女と男がつくる十和田ネットワー
ク」が編集したパンフレットを成人式
で配布した。成人式出席者533人。

次年度も、パンフレッ
トを成人式で配布し、
若い男女から男女共
同参画の大切さを学
ぶことが大切であるの
で継続したい。

平成27年度と同様
に、パンフレットを成
人式で配布する。

総務課533人

男性にとっ
ての男女共
同参画の推
進

3

家庭教育応
援事業

3
きらめき講
座の開催

省略

2 省略

1

実績数値 女性比

スポー
ツ・生涯
学習課
Ⅰ-2-2
と重複

スポー
ツ・生涯
学習課
Ⅰ-2-2
と重複

東公民
館
Ⅰ-2-2
Ⅳ-3-1
と重複
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Ⅱ 「女と男」がともに参画するまちづくり
1 政策・方針決定過程への共同参画

Ⅱ-1

平成24年度と比べると、係長
級以上の人数が減っている
が、女性職員の実数は増え
ており、女性比も高くなって
いる。また、平成28年度に女
性活躍推進法に基づく特定
事業主行動計画を策定し、
女性管理職を増やす取り組
みを行っている。

3 人事課

1
地域、団体
役員への女
性の登用

　地域活動の中心を
担う指導者等への女
性の登用を働きかけ
る。

4

スポーツ推進委員が地域活動や指
導を行う上で、男女ともに指導にあ
たることが肝要であることから、女性
の登用は不可欠と考え、目標達成
に努めている。推進委員19人（内
女性委員9人）

特になし

推進委員の女性登用
率の水準はある程度
高いので、これを維
持していきたい。

スポー
ツ・生涯
学習課

1
管理職への
女性登用の
推進

　均等な研修機会の
充実や女性の専門的
な研修を促進し、
様々な分野で活躍す
る女性職員の人材育
成を図り、管理職へ
の登用を推進する。

3

部長級　　　　 　 14人　内女性 　  1人
課長級　　　　    37人　内女性 　　6人
課長補佐級　    49人　内女性　　17人
係長級　　　　    76人　内女性    12人
合計　　　　　   176人  内女性     36人

能力、実績、適性に
応じた人員配置を基
本としつつ、公平な
評価に基づく女性職
員の管理職員への登
用を引き続き進めて
ゆく。

19人中
女性9
人

47.3%

36人 20.45%

平成26年度から係長級以
上の人数が減っており、合
わせて女性管理職の人数
も減っているため女性比が
下がってきている。登用を
増やすことで人数を確保す
る必要がある。

スポーツ推進委員の
約半数を女性が占
め、活動にも積極的
に参加出来ているた
め、今後も現状を維
持していきたい。

4

担当課
№ 事業名 内容 評価

3

○審議会等委員への女性の率
29.0％
　（35機関　448人中130人）
○地方自治法第202条の３に基づ
く審議会等への登用率・・・・・
29.3％
　（25機関　273人中80人）

448人
中
女性
130人

29.0%

今後も附属機関等の
委員の改選時には、
充て職を除いては、
学識経験者、関係行
政機関の職員、公共
的団体の代表などに
ついて女性の委員を
選任していただくよう
各関係課にお願い
し、女性の登用率の
向上を目指す。また、
本年も引き続き、市民
の多様な意見、要望
等を市政に反映させ
るため、審議会等に
限らず、各種会合等
で市民を委員として
選任する場合も、女
性の選任について配
慮するようお願いす
る。

総務課

取組の実績 問題点及び今後の課題実績数値 女性比

附属機関等の委員は
充て職が多く、市議
会議員や学識経験者
には女性が少ない。
委員選出には積極的
に女性委員を選任し
ていただくよう働きか
けてはいるが、効果
はすぐに出ない。

1
女性の任用
推進

　「男女共同参画」を
身近な問題としてとら
えたセミナー、フォー
ラム等を開催し、普及
啓発を図る。

24～28年度
計画の総括

達
成
度

附属機関等の委
員の改選時には
女性の委員を選
任するよう各関
係課にお願い
し、審議会等に
おいても女性の
選任を配慮する
ようお願いした。
各機関とも年々
女性任用推進を
図るようになっ
た。

3

基本目標
重点項目

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

28年度計画

各種審議会
等委員への
女性の参画
推進

1

2
管理職への
女性登用の
推進

3

組織・団体
における意
思決定の場
への女性の
参画促進
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Ⅱ-1

◇団体へのアドバイス
◇元気な十和田市づくり市民活動
支援事業対象団体数20（うち女性
が代表の団体数６）
◇地域づくり人材育成講座修了者
34人（うち女性20人）

市民活動団体では、
女性が活躍する割合
が高まってきている
が、地縁組織では女
性リーダーの割合が
低い。いずれも、市民
主体のまちづくりには
女性の力が欠かせな
いことを啓発するとと
もに、地縁組織にお
ける女性組織の活発
化につながる拠点改
修などの推進が必要
と考える。

①元気な十和田市づ
くり市民活動支援事
業を通じて、各団体
の相談対応の際に、
女性リーダーの養成
をアドバイスする。
②まちづくりの実践の
原動力となる人材育
成につなげるよう、情
報交換、交流の機会
を創出し、市民活動
（トワーレ）フェアを開
催する。

まちづく
り支援
課

市民活動団体で
は、女性が活躍
する割合が高
まってきており、
また、地域づくり
人材育成につい
ても修了者の過
半数が女性と
なっていることか
ら、これからの地
域組織の女性
リーダーとしての
活躍が期待され
る。

32
市民主体の
まちづくりの
推進

　既存コミュニティ組
織である町内会、元
気な十和田市づくり
市民活動支援事業活
用団体、ボランティア
団体等の窓口として、
女性の活躍が重要で
あることをアドバイス
する。

3

28年度計画

3

組織・団体
における意
思決定の場
への女性の
参画促進

施策の方向 担当課
№ 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題実績数値 女性比

平成28年度事業実施状況及び評価

事業名
24～28年度
計画の総括

達
成
度
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Ⅱ 「女と男」がともに参画するまちづくり
2 活力あるまちづくりへの共同参画

Ⅱ-2

3

４月から企画提案の
募集を行い、提案内
容を検討のうえ採択
し、事業を進める。ま
た、市民に対して事
業成果を発表する場
として、市民活動報
告会を実施する。

まちづく
り支援
課

3
いきいきまち
づくり活動の
支援

　いきいきとまちづくり
へ参画する活動を支
援するため、元気な
十和田市づくり市民
活動支援事業を通じ
て、市民と行政の協
働によるまちづくりの
推進、地域社会の
様々な活動を男女が
担い、多様な年齢層
の社会参画の促進を
図る。

3

元気な十和田市づくり市民活動支
援事業応募状況
◇目標32事業に対し、21事業
◇交付実績：20事業

市民と行政の協働によるま
ちづくりを実現していくため
には、単にサークル活動に
ならないよう、従来の団体
の活動領域からより一歩踏
み出して、地域課題への
取り組みが必要である。こ
のため、団体の新たな取り
組みへの誘導や団体間の
連携、多様な年齢層の参
画促進に向けて、研修や
交流機会を設けていく必
要があると考える。

交付実
績20事
業

平成26年度まで
は目標事業数を
達成できたが、
その後は目標事
業数に届いてい
ない状況となっ
ている。新規市
民活動団体の掘
り起しが必要と
なっている。

まちづく
り支援
課

2

ボランティ
ア、自主グ
ループへの
活動支援

　健康づくりに関する
ボランティア・自主グ
ループの活動に対
し、情報提供等の活
動支援を行う。こころ
の会、アネモネの会、
豆しとぎ会、よろこび
の会など。

3

◇こころの会…紙芝居を通してこころの
健康の普及・啓発
◇こころの広場ルピナス… 街中での傾
聴活動(月２回)
◇傾聴サロンとわだ:保健センターでの
傾聴活動(月1回）
◇こころのふれあいサロン…街中での
傾聴活動（月1回）
◇豆しとぎ会…老人保健施設への慰問
活動
◇よろこびの会…がん予防活動
○活動の際の健康教育や会場の提供
などを行った。

概ね
女性

他ボランティアとの兼
務や参加者数の減少
および高齢化等によ
り、ボランティア継続
を困難に感じている
団体がみられる。保
健センター事業等で
ボランティア活動の紹
介をするなど市民の
ボランティアの活動を
伝える機会を持てるよ
うにしていく。

自主的な活動を継続
できるように、情報提
供や活動についての
相談支援等を継続し
て行う。それぞれの団
体が企画する交流会
では、他団体とも理
解と交流が深まるよう
な内容になるよう支援
していく。

健康増
進課

人々が地域や社会活動に積極的
に参加し、男女がともにまちづくりを
担うため、市民活動団体の活動内
容を市ホームページやフェイスブッ
クで情報発信した。また、市民交流
プラザは、多くの方に来館、利用い
ただき、入館者が47万人に到達し
た。

後継者不足、会員の高齢
化等により、市民活動団体
の維持や活動の継続が難
しくなってきている中、ボラ
ンティア・ＮＰＯ活動相互の
活動を知ることで、より一層
活動の促進を図るため、活
動組織の情報収集・情報
提供、コーディネーター機
能の充実が求められてい
る。また、団体の基盤強化
に向けて、県や国からの補
助事業等の情報提供等、
財政的な支援が必要と考
える。

　ＮＰＯ・ボランティア
団体の活動内容を紹
介し、その活動の促
進を図る。

3

①ボランティア活動の
情報提供…ホーム
ページやフェイスブッ
クなどを活用し、ボラ
ンティア団体やＮＰＯ
活動団体の情報発信
に努める。
②団体データベース
の整備…現況調査を
とりまとめ、市ホーム
ページに掲載し、随
時更新を行う。

ボランティ
ア・ＮＰＯ活
動に関する
情報の収
集・提供

ＮＰＯ・ボランティ
ア団体等の把握
に努め、活動内
容を市ホーム
ページ、フェイス
ブックで発信する
等、情報発信に
努めた。

3

どのボランティア
団体も積極的に
活動を継続して
いる。今後も人
材の確保を含め
活動支援を行う。

3

取組の実績 問題点及び今後の課題

平成28年度事業実施状況及び評価

実績数値 女性比
28年度計画 担当課

№
24～28年度
計画の総括

達
成
度

基本目標
重点項目

事業名 内容 評価
施策の方向

1

地域、防災・
環境分野等
における男
女共同参画
の推進

1
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市と町内会の懇
談会を開催し、
市民の意見要望
等を一部市政に
反映させることが
できた。
また、女性役員
の出席率が低い
ことから、出席率
の向上に向けた
取り組みが必
要。

3

平成25年度の防
災計画修正時に
男女共同参画の
視点を取り入れ
た防災体制の確
立など追加修正
を行った。

2

女性消防団員は
増加しているが、
全体から見た場
合、その人数は
微々たるもので
あり、組織の増強
までには至らな
かった。

2

○出初式・観閲式等
の式典における設
営、受付、案内、会場
アナウンス等
○春・秋の火災予防
運動における防火パ
レードでの広報活
動、独居老人宅の防
火診断、住宅用火災
報知器の設置促進運
動
○消防団員募集運動
として、秋まつり及び
成人式でのパンフ
レット配布等

総務課

防災計画、避難所物
資など男女共同参画
の視点を取り入れた
防災体制の整備を
図っているが、備蓄
物資についても配慮
した整備が必要であ
る。

　災害対策基本法の
改正に伴う、国県等
の上位計画等の修正
に基づき、十和田市
地域防災計画の修正
が予定されている。
　必要に応じ、当該
計画本文に男女共同
参画推進について追
記する。

総務課

6

　男女共同参画によ
る消防団活動におい
て、防火・防災の推進
を図るとともに消防団
組織の増強に努め
る。

2

出初式、観閲式での式典運営及び
ラッパ隊による演奏。春・秋の火災
予防運動における独居老人宅の防
火診断や住宅用火災報知器の設
置促進運動。消防団員募集のため
の広報活動等。（消防団員743人の
うち女性21人）

743人
中
女性団
員21人

女性を含む消防団員の
確保対策

男女共同参
画による消
防団活動

2.83%

8月下旬に、市と町内
会の懇談会を開催
し、市民の意見要望
等を市政に反映させ
る。また、町内会連合
会を通じて女性役員
等の出席率の向上に
取り組む。

懇談会
出席者
156人
中女性
4人

2.6%
まちづく
り支援
課

5

男女共同参
画の視点を
取り入れた
防災体制の
確立

　女性の参画を拡大
し、男女共同参画の
視点を取り入れた防
災体制の確立に努め
る。

2
防災士要請講座において、新たに
5人の女性防災士を育成した

平成28年度の単位町
内会の293町内会のう
ち、女性が会長を務
める町内会はわずか
15町内会、5.1％であ
る。町内会活動の中
で女性が重要な役割
を担っていることを意
識啓発していく必要
があると考える。

「市と町内会との懇談会」を開催
し、85町内会から要望のあった200
件に対して町内会長へ回答
①8月17日　三本木、東、高清水小
地区　②8月19日　十和田湖、法
奥、沢田小地区　③8月23日　南、
藤坂、四和、下切田小地区　④8月
24日　北園、西小地区　⑤8月25日
洞内、松陽、深持、ちとせ小地区

担当課
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 実績数値 女性比

平成28年度事業実施状況及び評価
28年度計画

問題点及び今後の課題
計画前期の総括

達
成
度

地域、防災・
環境分野等
における男
女共同参画
の推進

4
市民の声を
反映させる
市政窓口

　市と町内会の懇談
会等により、市民の意
見や要望を市政に反
映させる。

3

1

施策の方向
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24～28年度
計画の総括

達
成
度

　当市選管主催で明るい
選挙推進研修会を図書館
で開催する。明るい選挙出
前講座を講師を招いて各
公民館等で開催する。県
選管と県明推協主催で開
催する明るい選挙公開講
座へ参加して頂く。市内の
高校で架空の候補者へ模
擬投票等を実施する。市
内の中学校での生徒会役
員選挙へ記載台や投票箱
を貸出しする。

選挙管
理委員
会

2
政治への参
画意識の高
揚

　市民の政治、選挙
への意識の向上を図
るため「話し合い学
習」を中心とした啓発
活動を推進する。
　十和田市明るい選
挙推進協議会を支援
し、政治参画意識を
高める。

4

　明るい選挙研修会を実施；選管
事務局１回。出前講座を開催；南公
民館４回、東公民館３回。参議院選
挙で街頭啓発を実施；道の駅とわ
だほか４回。明るい選挙公開講座
へ参加；青森市１回。模擬投票等を
実施；三本木高・三本木農高・十和
田工業高各１回。

　選挙権は、老若男
女を問わず公平に与
えられており、女性の
みへの啓発は誤解を
招きかねないので注
意を要する。

上十三地域男女共同参画ネット
ワーク協議会が、県の男女共同参
画センターとの連携が一層深まり、
男女共同参画研修にも内容にブレ
が生じない。今年度は「女性の視
点での避難所づくり研修」などを
行った。

25人 72%

本市の女性団体及び個人の
ネットワーク活動の支援はもと
より、WOMENS VISION（三沢
市）、野辺地町地域婦人団体
連合会、野辺地町漁業協同組
合女性部、野辺地町商工会女
性部、押込さくら会（六戸町）、
六ヶ所女性団体連絡協議会と
さらなる連携を深めていくことが
重要である。

「女と男がつくる十和田ネット
ワーク（國分隆子代表）」「十和
田おいらせ農業協同組合（竹
ケ原幸光代表、岡沼勇一事務
局長）」「秋田美智子（市行政
相談員、男女共同参画担当）」
の活動に対して、求めに応じて
指導・助言を行う。

総務課

15回

県知事
選投票
率女性
55.07%

女性団体及び個人のネット
ワーク活動である上十三地
域男女共同参画ネットワーク
の会議や研修において、交
流を行う研修事業などを行っ
てきた。今後もネットワークの
つながりを深くし、男女共同
参画を推進していかなけれ
ばならない。

4

ほぼねらいどおり
に実行できた。

4

○各協議会が実施す
る環境保全に関する
啓発、運動を引き続
き支援していく。
○ごみ問題について
は、町内会長との連
携をより密接なものと
し、ごみの減量及びリ
サイクルの推進に取り
組む。

まちづく
り支援
課

7
環境情報の
提供につい
て

　水保全活動・ごみ
問題などの環境保全
に関する情報提供や
啓発を行います。

3

1

女性団体及
び個人の
ネットワーク
活動支援

　男女共同参画の視
点で活動する女性団
体を支援する。

4

◇水保全について
　奥入瀬川クリーン対策協議会並
びに名水保全対策協議会では環
境保全に関する啓発と、市民参加
による奥入瀬クリーン運動、名水保
全活動を実施。奥入瀬川クリーン
作戦参加者800人ごみ集量333kg
名水保全活動参加者延べ350人
◇ごみ問題について
　単位町内会長293人に廃棄物減
量推進員を委嘱し、ごみの減量、リ
サイクルの推進を図った。
◇毎年、市の環境行政に関する現
状と取り組み、実績を、冊子「十和
田の環境」として取りまとめ、公表し
ている。

水保全
参加者
1,150人
廃棄物
減量推
進員
293人

第3次ごみ減量行動
計画を策定し、数値
目標を達成すべく、
市民・事業者・行政で
連携しながら、いろい
ろな施策を進めてい
く必要がある。

水保全について
は、情報提供や
啓発に努めた。
ごみ問題につい
ては、町内会長
との連携により、
ごみの減量化及
びリサイクル率の
向上に努めた。

3

28年度計画 担当課
№ 事業名 実績数値内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題女性比

平成28年度事業実施状況及び評価

1

地域、防災・
環境分野等
における男
女共同参画
の推進

女性の人材
育成とエン
パワーメント
支援

2

施策の方向

Ⅱ-2
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24～28年度
計画の総括

達
成
度

　民間国際交流団
体による国際交流
事業により、市民と
の交流が多く生ま
れた。より一層の交
流推進を図るた
め、各団体への情
報提供、市民への
事業周知を図る必
要がある。

4

平成24年度より
継続して任用率
50％を維持して
いる。学校訪問
や行事実施にあ
たり、バランスの
良い構成となっ
ている。

4

3

○6人のＡＬＴを市内小・中学校に
延べ1,100回派遣し、外国語活動
や英語の授業等を支援した。
○ＡＬＴは、アメリカから女性２名、
カナダから男性２名、オーストラリア
から男女１人ずつ任用している。

派遣回
数1,050
回

ＡＬＴの
女性任
用率
50％

これまでどおりＡＬＴ、
派遣校、指導課の間
の連携を密にし、支
援内容の充実を図っ
ていきたい。

本年度も、年度始め
からＡＬＴ6人体制で
各小学校の外国語活
動や各中学校の英語
の授業などを支援す
る。ＡＬＴの構成につ
いては、これまで同様
に男女偏りのないバ
ランスのとれた構成と
する。

指導課

民間団体による国際交流事業への
市民の参加者数　880人
〈NPOプロ・ワークス十和田〉
○食から感じあう多文化共生事業
ほか　669人
〈NPO十和田国際交流協会〉
○・ゲストティーチャー事業ほか
211人

880人

国際交流事業を実施す
る民間団体が複数ある
ことから、より一層の交
流推進を図るため、国・
県等の補助事業等の情
報提供や女性が積極的
に交流の場へ参画でき
るよう事業周知等の支
援が必要と考える。

（一財）自治総合セン
ターによるコミュニティ
助成事業を活用し、
NPOプロ・ワークス十
和田に補助し、ベトナ
ム国幼児教育リー
ダー研修及び地域住
民との交流の輪を広
げる。

まちづく
り支援
課

1
民間団体の
国際交流活
動への支援

　市民の国際感覚の
育成や外国の人々と
の相互理解を深め、
国際観光都市を掲げ
る当市の国際交流の
推進を図るため、市
民団体が行う国際交
流活動等を支援す
る。

4

2
外国青年招
致事業

　外国語によるコミュ
ニケーション能力を高
めるとともに、異文化
に対する関心を深
め、国際理解の基礎
を培うため、市内小・
中学校に英語を母国
語とする外国語指導
助手（ＡＬＴ）を派遣
する。

4

国際的視野
に立つ男女
共同参画の
推進

本年度も昨年度と同
じように市主催・派遣
研修を実施する。育
児・介護等の事情が
ある職員が、派遣研
修を受講しやすくす
るため、事情によって
は、バス・公用車での
日帰り研修も可能と
する。また、研修委員
会等による業務に必
要とされる研修を選
定するなど内容の充
実に努める。

人事課

事業名 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題
28年度計画 担当課

◇市主催研修受講者　241名内女
性　112人（46.5％）
◇派遣研修受講者　　 221名内女
性    66人（29.9％）
市主催研修で女性職員を対象とし
た研修を実施したこともあり、受講
率は高くなっている。

462人
受講

38.53%

派遣研修には、宿泊
を伴う研修が多いた
め、女性の受講率が
低い傾向にある。業
務等との調整がつか
ずに必修となる研修
を受講できない職員
がある。申込みが多
いため、県自治研修
所での受講を見送り
となる件数が多い。

平成28年度事業実施状況及び評価

№

3
職員研修の
実施

　職員の資質と能力
向上を図ることを目的
に職員研修を実施す
る。

4

実績数値 女性比

女性職員を対象
としたキャリア形
成意識向上を目
的とした研修を
おこなった。女性
職員の受講率も
高くなっているこ
とから研修に対
する意識向上が
見られる。

42

女性の人材
育成とエン
パワーメント
支援

施策の方向
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3

外国人の利用者が少
ないので、周知してい
く必要がある。

外国語の資料の収集
を図ると共に、引き続
き展示コーナーを設
置し、利用をしてもら
うようにしていく。

　外国語による各種
情報を提供するほ
か、市内に在住・滞
在する外国人が、安
心して暮らし活動する
ための支援をする。

4
外国人に対する母子健康手帳交
付は2件あり。

24～28年度
計画の総括

達
成
度

実績数値

市民図
書館

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

28年度計画 担当課
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題

4
在住・滞在
外国人支援

　外国語による各種
情報を収集提供し、
市内に在住する外国
人が、安心して暮らし
活動するための支援
をする。

4

◇外国語による資料を収集し、各種情
　　報を提供。
◇外国語辞典・原書の資料約４３０冊
　　所蔵し、コーナーを設置。

439冊

国際的視野
に立つ男女
共同参画の

推進

外国語による資
料を収集し、各
種情報を提供。
外国語辞典・原
書のコーナーを
設置。外国人の
利用者が少ない
ので、周知して
いく必要がある。

4

健康増
進課

3
在住・滞在
外国人支援

女性比

外国人の方が妊娠届
け時には、必要に応
じて外国語版の母子
手帳を交付してい
る。保健指導につい
ては、知人の通訳等
により支援が円滑に
できるように協力を得
ている。

4

外国人ママが孤立し
ないよう、訪問、健診
等で状況を把握し、
必要な支援につなげ
る必要がある。

母子健康手帳の4カ
国語版の交付を継
続。十和田国際交流
協会の紹介。
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Ⅲ 安心して働ける労働環境づくり
1 就業機会の拡大と労働環境の整備

Ⅲ-1

24～28年度
計画の総括

達
成
度

一貫して、ポス
ターの掲示やパ
ンフレットの設置
及び市ホーム
ページや「広報と
わだ」への掲載
によって、情報提
供を行った。

4

利用しやすい場所に配置
し、新刊による新しい情報を
提供した。「ビジネスコー
ナー」の蔵書を増加し、各公
共機関へ新刊図書の案内を
配付するなど、市民の就職
に関する情報提供することが
できた。

4

　平成24年度から平成
27年度はスキルアップや
能力向上に関するセミ
ナーを開催し、男女を区
別せず募集した結果、6
割以上が女性の受講者
だった。平成28年度に
おいては、女性のみを
対象としたセミナーを開
催し、受講者の満足度
は高かった。

4

一貫して、求人情報
についてのリーフレッ
トの設置及び就職面
接会開催等に係るポ
スター等の設置によ
り、就職に関する情
報提供を行った。

4

2

女性の職業
意識の向上
と能力開発
の促進

1

男女の均等
な就業機会
の拡大と情
報提供の推
進

3

再雇用等労
働に関する
相談体制の
充実

1

　再就職に
関する各種
情報の提供
と相談体制
の充実

　関係機関と連携し、
再就職に関する情報
の提供、相談機能の
充実を図る。

4

求人情報や就職面接会開催等に
ついて、関係機関からのリーフレッ
ト、ポスター等を設置するとともに市
ホームページにより情報提供を
行った。

各種機関の状況把握
に努めながら周知を
図る。

1

女性の職域
拡大、能力
向上のため
の情報提供

　女性の能力発揮の
ためのセミナーや相
談、研修等の情報を
提供する。

4

女性の再就職に必要なスキルの習
得や「仕事と家庭の両立」を目的と
したセミナーの情報提供を実施し、
就労を中断した女性が受講した。
　セミナーの女性受講者数…100%
　（累計44人中女性44人）

受講生の掘り起し。女性
のキャリア形成を促進す
るため、就労を中断した
女性だけではなく、就労
継続を支援できるよう、
それぞれのライフステー
ジに対応したセミナー内
容等の充実を図る。

市主催の「女性の活
躍支援セミナー」（全
４回）実施する。

商工労
政課

雇用・就業
に関する各
種情報の収
集・提供

2

　利用者が探しやす
いよう、ビジネス支援
コーナーを設置し、
広く市民に提供す
る。

利用しやすい場所に
設置しているので、新
刊による新しい情報
を提供し、広く利用し
てもらうようにしてい
く。

4

引き続き市ホーム
ページを活用した情
報提供や関係機関か
らのポスターやパンフ
レットなどによる制度
の周知を図る。

商工労
政課

事業主に対し周知活
動の強化が必要であ
る。

1

　関係機関と連携し、
事業主及び就業者等
に対して雇用機会均
等法及び育児・介護
休業法などの周知を
図り、仕事と家庭両立
支援や雇用情報等を
提供する。

44人 100％

「ビジネスコーナー」
設置を広く市民にＰＲ
し、利用の拡大を
図っていく必要があ
る。

基本目標
重点項目

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

28年度計画
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題実績数値 女性比

担当課

852冊

関係機関からのポスター、パンフ
レットの設置、市ホームページでの
情報提供を行った。青森県最低賃
金については、「広報とわだ」及び
市のホームページへ掲載して周知
を図った。

4
　ビジネスに関する資料852冊余
を、常設展示コーナーに設置し、
利用を図っている。

市民図
書館

市ホームページを活
用して情報提供を行
う。

商工労
政課
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24～28年度
計画の総括

達
成
度

　一貫して、関係機
関からのポスター
掲示やセミナー等
に関するチラシの
設置によって、情
報提供を実施した
他、平成28年度に
は、就労を中断し
た女性を対象に、
再就職を支援する
セミナーを開催し
た。

4

28年度計画

　市主催の「女性の
活躍支援セミナー」
（全４回）実施する。
　関係機関からのポ
スターの掲示やセミ
ナー等に関するチラ
シの設置により情報
提供を行う。

3

再雇用等労
働に関する
相談体制の
充実

2

　資格取得
等の学習機
会と情報の
提供

　関係機関と連携し、
資格取得等の学習機
会と情報の提供を図
る。

4

　関係機関からのポスターの掲示
やセミナー等に関するチラシの設
置により情報提供を行った。
　女性の再就職に必要なスキルの
習得や「仕事と家庭の両立」を目的
としたセミナーの情報提供を実施
し、就労を中断した女性が受講し
た。
　セミナーの女性受講者数・・100%
　（累計44人中女性44人）

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

就労側の支援ではな
く、雇用側に対する
情報提供や支援が必
要。

実績数値 女性比№ 事業名 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題
担当課

商工労
政課
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Ⅲ 安心して働ける労働環境づくり
2 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のための環境づくり

Ⅲ-2

24～28年度
計画の総括

達
成
度

支援事業を実施
する施設は、全
体で微増してお
り、事業の実施
体制は整ってい
る。
引き続き継続し
て実施し、支援
環境を維持する
ことが必要。

4

空き教室を利用
することなどによ
りスペースを確保
し利用定員を増
やし、受け入れ
体制を整えた。

4

　保護者が労働・疾
病等により保育に欠
ける乳幼児を保育す
るため、保育サービス
の充実を図り、特に、
地域における保育需
要に対応するため、
延長保育や障害児保
育等の特別保育事
業、地域子育て支援
事業等を実施する。

4

取組の実績 問題点及び今後の課題

入所児童数の確保に
努め、適正な指導に
より事業の充実を図
る。
〈定数〉
◇三本木小学校仲よ
し会105人◇北園小
学校仲よし会 120人
◇南小学校仲よし会
120人◇東小学校仲
よし会 70人◇西小学
校仲よし会70人◇ち
とせ小学校仲よし会
120人◇藤坂小学校
仲よし会 70人◇法奥
小学校仲よし会 35人
◇沢田小学校仲よし
会 35人◇高清水小
学校35人◇洞内小学
校仲よし会 35人◇四
和小学校35人
           　合計850人

こども子
育て支
援課

1

保育サービ
スや介護
サービス等
の充実

1
保育サービ
スの充実に
対する支援

2
学童保育事
業の充実

　保護者が労働等に
より放課後家庭にい
ない児童に対し、適
正な遊び等を指導す
るため、放課後児童
健全育成事業（仲よ
し会）の充実を図る。

4

・障害児保育事業　　４カ所（利用
児童４人）
・ふれあい保育事業　　５カ所（利
用児童16人）
・延長保育促進事業　　28カ所
　（年1,034人）
・一時預かり保育事業　　４カ所
　（年6,353人）
・地域子育て支援拠点事業　７カ所
　（年16,206人）
・病児・病後児保育事業　　１カ所
　（年668人）
・ファミリー・サポートセンター事業
　1カ所（年463人）

平成28年4月1日現在の入所児童
数
　・三本木小学校仲よし会　　105人
　・北園小学校仲よし会　　　　93人
　・南小学校仲よし会　　　　　106人
　・東小学校仲よし会　　　　　 70人
　・西小学校仲よし会　　　　　 65人
　・ちとせ小学校仲よし会　　 108人
　・藤坂小学校仲よし会　　　　60人
　・法奥小学校仲よし会　　　　26人
　・沢田小学校仲よし会　　　　21人
  ・高清水小学校仲よし会　　  13人
　・洞内小学校仲よし会　　　　20人
　・四和小学校仲よし会　　　　  6人
合計693人

693人

こども子
育て支
援課

基本目標
重点項目

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

28年度計画
実績数値 女性比№ 事業名 内容 評価

地域子育て支援拠点
事業について、利用
者が減少傾向である
ため、周知方法の工
夫が必要。

　仲よし会未開設地
域の児童の居場所の
確保が課題となって
いる。

・障害児保育事業
　４カ所
・ふれあい保育事業
　５カ所
・延長保育促進事業
　28カ所
・一時預かり事業
　７カ所
・地域子育て支援拠
点事業　７カ所
・病児・病後児保育事
　業　　１カ所
・ファミリー・サポート
センター事業　1カ所

担当課
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4

24～28年度
計画の総括

達
成
度

1
育児・介護
休業制度の
情報の提供

　男女の労働者がとも
に育児・介護休業が
取得できるように制度
等に関する情報の提
供を行う。

引き続きポスター、パ
ンフレットの設置によ
り、育児・介護休業に
関する情報提供に努
めるほか、「広報とわ
だ」や市ホームペー
ジを活用して、周知
に努める。

高齢者が住み慣れた地
域で生活していくために
は自立に向けた支援が
必要であるが、現状で
は複雑で多様なケース
が増加しており、きめ細
やかな対応が難しくなっ
ている。地域に根差して
活動している在宅介護
支援センターや介護事
業所との連携を密にし、
切れ目のない相談体制
を構築していく必要があ
る。また、お互いが持つ
課題や対応策・予防策
などを共有し、今後の対
応に活かすために、地
域ケア会議を開催して
いく。

2

家事・育児・
介護等をと
もに担う環
境づくり

事態の深刻化を防ぐ
ため、相談を受けて
から早期に対応でき
るよう関係機関との連
携を強化する。ケース
検討会議や認知症初
期集中支援チームを
通して多職種連携を
図り、円滑な支援に
つなげる。
　また、地域ケア会議
や個別ケア会議の開
催により、高齢者をと
りまく現状や課題を検
討する。

高齢介
護課
Ⅳ-3-1
と重複

3
地域包括支
援センター
の充実

◇総合相談事業
　窓口相談や情報提
供等により、各専門
機関と連携し問題解
決に向け支援する。
◇権利擁護事業
　高齢者が住み慣れ
た地域で安全に暮ら
していくために個人の
権利が守られるよう支
援する。

4

◇総合相談の内容
　　包括相談件数…811件、延べ対
　　応件数：2,376件
　　在宅介護支援センター相談件
数…808件
◇権利擁護の内容
　　虐待通報…18件、認知症に関
する相談…112件、成年後見支援
事業による市長申立…6件

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

28年度計画 担当課
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題

1

保育サービ
スや介護

サービス等
の充実

実績数値 女性比

包括支援セン
ターの役割が、
関係機関等に周
知浸透してきて
はいるが、一般
住民の中でも、
介護が必要と
なっている家族
を抱える人たち
の年代が主であ
り、幅広い年代
層にはまだまだ
周知が必要であ
る。関係機関との
連携を強化しな
がら、事業を展
開していく。

4

4

市ホームページの活用、ポスター、
パンフレットの設置により、育児・介
護休業に関する情報提供を行っ
た。

商工労
政課

特に男性の活用件数が
少ない。また、婚姻、妊
娠・出産を理由とする不
利益取扱いに対する禁
止等、事業主に対し引
き続き啓蒙が必要であ
る。

一貫して、ポス
ターの掲示やパ
ンフレットを設置
した他、平成26
年度からは市
ホームページも
活用し、情報提
供を行った。
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育児休業等諸制
度の周知を図る
ことができた。
産前休暇から復
職までの面談
シートにより、所
属課及び人事課
で共有することが
できるようになっ
た。

4

毎年度子どもすこ
やか手帳の内容を
更新し配布するこ
とにより、子育てに
関する情報を提供
してきた。今後、さ
らに市民のニーズ
にあった内容となる
ように検討する必
要がある。

4

制度の周知、連絡体
制を整えることができ
た。男性職員につい
ても育児休業、部分
休業の取得者もいた
ことから、育児休業等
の意識が高まってき
ている。

4

24～28年度
計画の総括

達
成
度

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

男性職員の取得者が少
なく、子育ては女性の負
担が大きいことが伺われ
ることから、男性職員が
積極的に子育てに関わ
れるような環境づくりが
課題である。

家事・育児・
介護等をと
もに担う環
境づくり

2

3
子育て支援
体制の充実

乳児家庭全戸訪問時
に子どもすこやか手
帳を配付し、子育て
に関する情報を提供
する。十和田市子育
てサポート情報の内
容を更新する。

引き続き職員が仕事と子育
ての両立を可能とする職場
環境づくりを図る。
育児休業等の制度に関す
る理解を図るとともに職員
が制度を利用できるよう職
場の雰囲気づくりについて
所属長に働きかける。

引き続き職員が育
児・介護をしようとす
る場合に利用できる
休業等の諸制度の周
知を図る。特に産前・
産後休暇取得者に育
児休業制度の内容を
説明し、同制度の正
確な理解を図る。ま
た、円滑な利用を促
進するために、休業
に係る補充人員の配
置等職場における支
援体制の整備を図
る。

実績数値 女性比

2

次世代育成
支援特定事
業主行動計
画の推進

　職員が安心して子
育てをしていくことが
できる環境の整備と
具体的な支援策の実
施

4

育児休業、育児短時間勤務などの
諸制度については、国、県に準じ
て整備済みであり、申出者には取
得させている。また、出産育児に関
する休暇等をまとめたパンフレット
の作成、出産を控えた職員等との
面談シートを作成した。

18人

内容 評価 取組の実績 問題点及び今後の課題

人事課2

職員の育
児・介護休
業の取得推
進

　市職員の育児・介
護休業が取得しやす
い環境づくりを図る。

4

1
子育てに関
する情報誌
の発行

　子育てに関する情
報を提供する。

5
市ホームページ上に掲載している
十和田市子育て情報を更新した。
子どもすこやか手帳配付　425人

子どもすこやか手帳
に掲載する子育て情
報が市民のニーズに
あったものとなるよう
に、平成28年度実施
のアンケート結果を分
析し、内容の検討が
必要である。

育児休業取得者12人（すべて女
性）
部分休業 6人（うち女性6人）

取得者
18人

仕事と育児・介護の
両立に悩む職員が見
受けられるので、制度
の活用事例を紹介す
るなど相談支援体制
の充実を図ること。

28年度計画 担当課
№ 事業名

100％

健康増
進課

人事課
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関係機関と連携
を密にし、家庭
における適正な
児童養育、家庭
児童福祉向上の
ため、相談と指
導を行い、ある程
度の成果は得ら
れた。今後も引き
続き、相談員の
資質の向上に努
める。

保健協力員が乳幼
児健診の協力を通
して、最近の母子
の状況を理解する
機会になってい
る。地域で暮らす
母子を見守り、声
がけができる保健
協力員が増えるよ
うに、今後も取り組
みが必要である。

4

4

施策の方向

年間約50人が参加し最近
の子育て状況を保健協力
員が知る機会になってい
る。多くの保健協力員が参
加でき、参加者が固定しな
いように協力してもらう必要
がある。保健協力員が子
育て中の母子に地域で声
がけしやすくなるようにさま
ざまな機会を捉えて学んで
いく必要がある。

子育て支援
体制の充実

3

取組の実績

平成28年度事業実施状況及び評価

保健協力員が最近の
母子の状況や関わり
方を学ぶ機会となる
ように、4か月児健康
診査及び2歳児発達
健康診査の受付や身
体計測の補助の体験
を実施する。毎月４人
実施予定。

健康増
進課

4
保健協力員
による母子
保健活動

精神の病気を抱えた
親の相談が増加し、
対応が長期化してい
る。
専門的な知識や経験
を備えて対応していく
必要がある。

24～28年度
計画の総括

達
成
度

3
家庭児童相
談体制の充
実

　家庭児童相談員を
配置し、家庭におけ
る適正な児童養育、
家庭児童福祉向上の
ため、相談と指導を
行う。

　母子保健事業に係
る協力

4

関係機関と連携を密
にし、家庭における
適正な児童養育、家
庭児童福祉向上のた
め、相談と指導を行
う。

こども子
育て支
援課

28年度計画 担当課

100％

実績数値 女性比№ 事業名 内容 評価 問題点及び今後の課題

月1回4か月児健康診査時及び2歳
児発達健康診査時において、それ
ぞれ概ね2人の保健協力員が健診
の受付や計測の補助を実施

47人

4

家庭等における適正な児童養育の
ために、児童相談所等の関係機関
と協力し、児童福祉向上のため相
談と指導を行った。
相談件数
養育相談（虐待相談を含む）　68件
保険相談　１件
障害相談　1件
育成相談（不登校相談等）　12件
非行相談　0件
その他の相談　2件
合計82件

82件
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Ⅲ 安心して働ける労働環境づくり
3 自営等従事者の環境整備

Ⅲ-3

狙いどおりには
実行できなかっ
た。

2

概ね狙いどおり
に実行できた。

4

農業委
員会

1
家族経営協
定の推進

　農業に携わる家族
全員で、経営方針の
決定、就業条件の整
備、生活面のルール
や福利厚生関係の策
定などを決定すること
により、女性の地位向
上とより充実した農業
経営を目指し、家族
経営協定の普及と締
結を促進する。

2 家族経営協定締結数　新規３組

2

3組

移動農業委
員会

　地域の集会所で、
研修会を開催し、家
族経営協定の推進や
農業者年金加入推進
を図る。

5

◇28年12月4日、相坂地区、参加
者56人（男性36人、女性20人）◇
29年1月8日、八郷地区、参加者25
人（男性16人、女性9人）◇29年1
月29日、中矢地区、参加者52人
（男性39人、女性13人）◇29年3月
19日、一本松地区、参加者42人
（男性27人、女性15人）

町内会等の総会時に
開催するため、開催
時期が集中する。
農地中間管理事業等
の情報提供も行って
いきたい。

農業委員を通じて移
動農業委員会の開催
を募り、集落単位で
の開催を図る。

農業委
員会

2015年農林業センサ
スによる販売農家数
は2,243戸である。28
年度末での実締結数
は132組なので、更な
るＰＲが必要である。
また、経営面におい
ては、依然として男性
中心という認識が強
く、女性が先頭に立
つことが難しい部分
がある。

　市ホームページや
「広報とわだ」を活用
して情報提供を行う
ほか、移動農業委員
会でのＰＲに努める。

創業支援に係るワン
ストップ窓口及び創
業相談ルームの設
置。
　創業セミナーの実
施（前期・後期各5回）

商工労
政課

2

農業等に関
する学習機
会・情報の
提供

　農業経営に係る知
識・技術についての
学習機会や情報の提
供に努める。

4

家族経営協
定等の推進

2

175人 32.60%

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

1

自営業を担
う女性就労
者の環境づ
くり

創業希望者の掘り起
しに努めるとともに、
既存企業の新たな事
業の創出や事業継承
等の取組により、雇用
の維持・拡大を図る。

基本目標
重点項目

◇のうぎょうと農業委員会の発行　2
回
　（「広報とわだ」6月号と12月号に
記載2回で4ページ）

◇農作業労働賃金等標準額と農
地賃借料情報の発行（農協を通じ
て全農家へ配布）

　掲載内容が固定化
してきているので、情
報の収集に努め、新
たな情報提供に努め
る必要がある。

　「のうぎょうと農業委
員会」について、これ
までどおり、年2回の
発行に努める。

農業委
員会

1

技術・経営
管理能力向
上に関する
学習会、情
報の提供

　自営業を担う女性
就労者に対し、技術
や経営管理向上を図
るための学習機会や
セミナーの情報提供
に努める。

4

　広報及びホームページにより、創業支援
に係る情報提供に努めたほか、創業相談
ルームや創業セミナーを通じ、創業希望者
に対する伴走型の支援を行った。
※創業セミナー受講者
　前期８人（うち、女性５人）
　後期７人（うち、女性３人）

平成28年1月13日に国の認
定を受けた「十和田市創業
支援事業計画」に基づき、平
成28年度から、創業支援ワ
ンストップ窓口を設けるととも
に、支援拠点として創業相談
ルーム等を開設し、創業希
望者に対する支援を行った。

4

おおむね狙いど
おりに実行でき
た。

4

28年度計画 担当課
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 実績数値 女性比 問題点及び今後の課題

24～28年度
計画の総括

達
成
度
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Ⅳ 健康で充実した生活づくり
1 「女と男」がともにつくる家庭生活

Ⅳ-1

24～28年度
計画の総括

達
成
度

担当課

概ね、計画した
通りの成果をあ
げている。今後も
継続し、家族参
加の意識をさら
に高めていきた
い。

4
南公民
館

妊娠期から子育
てについて理解
を深め、両親や
その家族が協力
して育児に参加
できるように継続
的に実施してき
た。多くの方に参
加してもらえるよ
うに周知する必
要がある。

4
健康増
進課

28年度計画

市民が参加しやすい
ように会場をトワーレ
とし、親同士が交流
できるようにサロンの
要素を取り入れ開催
するが、多くの方に参
加してもらえるように
周知する必要があ
る。

「そばうち教室」参加者11人
「ピザ作り教室」参加者10人

特になし

 「家庭料理教室」を
開設して、普段料理
をしない男性に作り
方を学んでもらい、家
庭参加のきっかけと
する。

21人

妊婦やその家族を対
象としたパパママ教
室において、「妊娠・
出産・育児の心がま
え、両親の役割」「赤
ちゃんのお風呂の入
れ方、新生児の保
育」等のグループ学
習を実施する。

女性比

1
家庭生活に
関する学習
機会の提供

　家庭における家事
への男女共同参画を
推進するため、｢男性
のための教室｣（２講
座）を開設し、実生活
に生かしながら家族
の食事や健康に気遣
う心を培えるよう支援
する。

42

男性の家庭
参加と生活
自立への支

援

基本目標
重点項目

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

№ 事業名 内容 評価

4 年6回実施　夫婦で45組　90人 90人

取組の実績 問題点及び今後の課題

1

家庭生活に
おける男女
共同参画の
推進

1

両親学級の
開催
（27年度～
パパママ教
室）

　「男女共同参画」を
身近な問題としてとら
えたセミナー、フォー
ラム等を開催し、普及
啓発を図る。

実績数値
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Ⅳ-1

24～28年度
計画の総括

達
成
度

担当課

地域の人材を活
用しての料理講
座は、地元産の
食材で身近な料
理を本格的に学
ぶことができると
大変好評を得
た。講座の内容
を工夫したとこ
ろ、男性の参加
率も高くなった。

4
十和田
湖公民
館

どの講座も女性の人
気が高く、次回も参
加したいという声が多
くあるが、マンネリ化
しないように工夫が必
要である。

地域の人材を活用し
て「ハレの日の赤飯
教室」「つき返し団子
作り教室」「豆しとぎ
作り教室」「おつまみ
教室」を、郷土料理と
して「けいらん作り教
室」を開設する。

85.42％

28年度計画
取組の実績 問題点及び今後の課題

「ハレの日の赤飯教室」男性0人、
女性16人　「つき返し団子作り教
室」男性0人、女性16人　「郷土料
理・けいらん作り教室」男性0人、女
性16人　「ガッツリおつまみ、チャレ
ンジ料理教室」男性5人、女性11人
「郷土料理、豆しとぎ作り教室」男
性4人、女性12名　「年越しそば打
ち教室」男性5人、女性11人

96人2
家庭生活に
関する学習
機会の提供

　家庭における家事
への男女共同参画を
推進するため、地域
人材講座を開設し、
男女共に食に対する
関心・意欲を高め実
生活に生かせるよう
に支援する。

男性の家庭
参加と生活
自立への支

援

2

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

実績数値 女性比№ 事業名 内容 評価

4
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Ⅳ 健康で充実した生活づくり
2 生涯を通じた「女と男」の健康支援

Ⅳ-2

担当課

すべての乳幼児
健診において、
95％以上の受診
率であるが、今
後も受診率の向
上と未受診者把
握を継続する必
要がある。

4
健康増
進課

24～28年度
計画の総括

達
成
度

健康増進課と連
携し、対象者に
対して制度の周
知を図り、妊娠の
届出のあった被
保険者に対して
適正に証明書を
交付した。

5
国民健
康保険
課

母子保健の
充実

1

1

平成28年度事業実施状況及び評価

すべての乳幼児健診
において、95％以上
の受診率である。乳
幼児健診受診率
100％をめざした受診
勧奨と未受診者の状
況把握を継続するこ
とが重要である。

母子保健に
関する各種
教室の開催

　母子の健康増進、
未熟児の出生防止及
び乳児死亡の減少を
図るため、各種教室
を開催するとともに父
親の参加を促す。

4

パパママ教室　延べ99人
4か月児健康診査　411人（96.9％）
1歳6か月児健康診査　409人
（96.0％）
2歳児発達健康診査　416人
（96.1％）
3歳6か月児健康診査　435人
（96.2％）

2
国保妊産婦
医療費十割
給付

　国民健康保険被保
険者である妊産婦の
健康保持増進を図る
ため、医療費（外来の
み）を10割給付し、出
産環境の向上に努め
る。

5

　十和田市国民健康保険被保険
者のうち、妊娠の届出者（母子手帳
交付による）に対し「妊産婦十割給
付証明書」を交付…67件
　※うち、償還払い…1件

67件

№ 実績数値 女性比事業名 内容 評価 取組の実績

1,770人

施策の方向

基本目標
重点項目

乳幼児健康診査とし
て、4か月児健康診
査、1歳6か月児健康
診査、2歳児発達健
康診査、3歳児健康
診査を継続実施す
る。

※パパママ教室は、
実施方法を変更して
実施するため、別の
事業シートに記載す
る。

28年度計画

特になし

　妊娠の届出のあった
十和田市国民健康保
険被保険者に対して
「妊産婦十割給付証明
書」を交付する。
 

（十和田市国民健康保険
条例第４条…保険医療機
関である病院または診療
所に入院しないで法第36
条第1項第1号から4号まで
に定める療養の給付を受
ける被保険者のうち、妊娠
の届出の受理のあった日
から、出産の日の属する月
の翌月の末日までのもの
は、当該療養の給付に関
し一部負担金を支払うこと
を要しない）

問題点及び今後の課題
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Ⅳ-2

24～28年度
計画の総括

H28年9月診療分
から、小中学生の
医療費まで助成の
拡大を行い、経済
的負担を軽減し、
同時に、医療費の
現物給付を県内の
医療機関に拡大
し、受給者の利便
性が向上した。今
後は当該制度の
周知に努める。

達
成
度

4

担当課

こども子
育て支
援課

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

1
母子保健の
充実

28年度計画
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 実績数値 女性比 問題点及び今後の課題

　子どもの健康保持
増進を図るため、小
学校就学前児童の外
来・入院及び小・中
学生の入院に係る医
療費を助成し、子ども
の保健及び出生育児
環境の向上に努め
る。

4
43,831
件

◇子ども医療費給付件数・給付額
就学前児童　34,344件  64,970
　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
小中学生　9,487件  23,619千円

3
未申請者への制度の
周知が必要である。

子ども医療
給付事業

安心して生み育てる
ことができる環境を整
備し、子育て世帯の
経済的負担の軽減及
び子どもの保健福祉
の増進を図る。
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Ⅳ-2

特定保健指導受
診率は、国・市とも
受診率60%を目標
値に掲げているも
のの30％前後で推
移している。今後も
生活習慣の改善
や疾病の重症化
予防を目的に、特
定保健指導受診
率向上を目指す。

3
健康増
進課

検診の受診率は
横ばいではある
が、回数等は計
画どおりに実施
できている。
引き続き受診の
機会を損なわぬ
よう受診勧奨に
努める。

4
健康増
進課

スポー
ツ・生涯
学習課

24～28年度
計画の総括

達
成
度

担当課

―

№ 事業名 内容 評価

2
生涯を通じ
ての健康づ
くり

病気予防と
健康管理

　各種予防接種や健
康診査を実施し、自
らの健康は自ら守る
意識の浸透を図る。

4

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

約58%

2

問題点及び今後の課題

あぐら塾3

　市民が地域の文化
や健康等を学ぶこと
により、知識を深め心
豊かな生きがいづくり
を目指す。
　食育講座などを実
施する中で、心身の
健康づくりを視点に
取り組む。

同じ地域住民が声掛け
して健診受診できるよ
う、各地域ごとに健診日
をあらかじめ割振りして
実施することとし、早め
の受診勧奨や各種健
診の同日実施調整など
により受診率の向上を
図る。
　また、女性限定の日を
設け、受診しやすい環
境づくりの体制を整え
る。

1
特定保健指
導事業

　特定健康診査の結
果による対象者に対
して、生活習慣の改
善や疾病の重症化予
防を目的として、特定
保健指導（積極的支
援・動機付け支援）、
また特定保健指導の
対象外の方に対し
て、その他の保健指
導や運動指導を実施
する。

3

・動機付け支援：実施10回（112人）
・積極的支援：実施10回（27人）
・その他の保健指導：実施10回
（159人）

298人

　定期予防接種の増加
により接種回数や接種
スケジュールが過密に
なっており、保護者への
接種順序の周知や情
報提供をこれまで以上
に十分に行う必要があ
る。
　各種検診を受診する
機会のない人の把握が
必要であり、事業所健
診との連携が必要であ
る。

平成26年度で終了

取組の実績

・予防接種は定期接種分が乳幼
児・学童合わせて 9,839人、任意
接種分として妊娠を希望する女性
等への風しんワクチン接種が21
人、高齢者のインフルエンザ及び
肺炎球菌合わせて 13,408人
・早朝健診 年52回実施
・子宮頸がん検診（集団） 年13回
実施
・乳がん検診（集団） 年123回実施
・人間ドック 年168回実施
・個別健診（胃がん、大腸がん、子
宮頸がん、乳がん）は医療機関に
て随時実施

特定保健指導受診率は
30％前後で推移し、国・市
が掲げる目標値60％に達
していない。今後は①健診
結果が届いてから数ヶ月経
過してから通知する特定保
健指導案内の方法を改善
する　②特定保健指導以
外で肥満や血圧及び血糖
値の高い対象者への訪問
支援を行うなどし生活習慣
の改善につなげていく。

実績数値 女性比
28年度計画

特定健康診査の結果をもと
に、内臓脂肪の蓄積の程
度とリスクの高さに応じて、
積極的支援、動機づけ支
援、その他の保健指導を
実施し、対象者が自分の
健康状態を自覚し生活改
善のための自主的な取り組
みを継続できるようにする。
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Ⅳ-2

24～28年度
計画の総括

達
成
度

担当課

こころの健康づく
りや精神疾患に
対する正しい知
識の普及啓発を
行った。今後も
事業の継続ととも
に、壮年期層へ
の働きかけやひ
きこもり等こころ
に悩みを抱える
方の把握に努め
る。

4
健康増
進課

町内会単位で実
施する地域健康
教室は、65歳以
上の参加者が多
く、健康増進法
に基づく壮年期
への健康づくり
につながりにく
い。今後は、壮
年期層への働き
かけとして事業
所の健康づくり
の実態把握と健
康づくり推進の
ための支援を行
う。

4
健康増
進課

壮年期から
の健康づくり
事業(食生
活の改善・
地域ぐるみ
の健康づくり
を含む）

　健康増進法に基づ
き、壮年期からの健
康づくり事業を推進
し、疾病の早期発見・
重症化予防に努める
ことにより、健康寿命
の延伸に資する。

4

生涯を通じ
ての健康づ
くり

2

5

事業名 内容 評価 取組の実績

4
こころの健
康づくり事
業

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

　精神疾患に対する
正しい知識の普及・
啓発を図り、また疾患
の早期治療を促し、
社会復帰と自立・社
会参加の促進を図
る。
　また、こころの健康
づくりに関わるボラン
ティアの育成・活動支
援を実施する。

4

実績数値 女性比№

①町内会単位で地域
の集会所を会場にし
た地域健康教室　②
各地域の公民館まつ
りの場を活用しての
健康教室　③保健セ
ンターを会場とした
「さわやか健康講座」
④ふるさと出前講座
⑤婦人科検診健康
教育　⑥こころの健
康講座等の集団健康
教育を実施する。重
点・総合相談につい
ては、健康教室終了
後、個別に相談を受
けつける。訪問指導
については、主に精
神的支援を必要とす
るかたを対象に実施
する。

・こころの相談事業…3回（5人）
・傾聴講座…1回実施（27人）
・こころの健康講座…1回（20人）
・地域健康教室（こころ）…2回（26
人）
・ゲートキーパー養成講座（委託）
…5回（延べ264人）
・訪問指導…217件
・電話・面接相談…165人

724人 75%

健康教室について
は、男性および壮年
期の参加が少ない状
況であり、今後もここ
ろの病気についての
正しい知識の普及の
浸透が課題である。
また、こころの問題を
抱えながら、近隣等と
の交流がない状態で
生活している状況が
みられ、家族や周囲
の理解を得られるよう
に支援していく必要
がある。

こころの健康づくりに
ついての事業を継続
実施する。
・こころの相談事業
（年10 回）、傾聴講
座（1回）、ゲートキー
パー養成講座（５
回）、こころの健康講
座（1回）、地域健康
教室（要望に応じ
て）、訪問指導（継
続）、電話・面接相談
（継続実施）

健康教育について
は、年代別にみると
半数以上が65歳以上
であることから、壮年
期のかたが受講しや
すい体制づくりや事
業所への働きかけが
必要である。

約85%

・集団健康教育：77回　4,297人
・重点健康相談：13回　112人
・総合健康相談：毎日実施233人
・訪問指導：219人（延人員）

4,861人

問題点及び今後の課題
28年度計画
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24～28年度
計画の総括

シニア階層、特
に女性の参加者
がおおむね９割
を占め、ねらいど
おりの事業を実
施できた。

達
成
度

担当課

5
スポー
ツ・生涯
学習課

「市民ひとり１ス
ポーツ」を目指し
た各種事業を実
施出来ている。さ
らなる参加者の
拡大を目標とし
たい。

4
スポー
ツ・生涯
学習課

生涯を通じ
ての健康づ
くり

2

平成28年度事業実施状況及び評価
施策の方向

スポーツ・レクリエー
ション教室等への女
性の参加者は多いの
で、新規参加者の確
保に取り組む。

「市民ひとり１スポーツ」啓発事業を
多く展開した。駒街道マラソン大
会、市総合体育大会、市民屋内大
運動会、スポーツ関係団体補助、
スポーツいきいき健康事業の実施

6
壮年期から
の健康・体
力づくり

　壮年期からの健康・
体力づくりのため、ス
ポーツ教室、大会等
を実施する。

5 特になし

特になし

各種事業への参加者
を増やすことと、女性
のスポーツ推進委員
を活用し、女性が参
加しやすい環境を作
る。

7
「市民ひとり
１スポーツ」
啓発事業

　市民の健康増進と
体力向上のため、各
種スポーツ事業を実
施する。

4

28年度計画
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 実績数値

1,712人
中女性
1,560人

女性比 問題点及び今後の課題

91.1％

リフレッシュスポーツ教室等の企画
の際にはシニア階層が多く参加で
きるよう配慮した。
女性の参加者が圧倒的に多い。
（スポーツ振興委託事業）
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Ⅳ-3

障害者のしおり
及び生活保護の
しおりを配布する
ことで、制度内容
の周知が図られ
た。

4
生活福
祉課

24～28年度
計画の総括

達
成
度

担当課

東公民
館
Ⅰ-2-2
Ⅰ-3-3
と重複

湯っこで生き生
き交流事業は大
人数が集まり交
流する場を好ま
ない男性には馴
染みにくい事業
で、スポーツや
観光等のイベン
ト企画による増加
は見込めなかっ
た。平成28年度
の新規事業、冬
場の運動不足解
消事業「ノル
ディックウォーク」
は男性参加率
16.3％で、これま
での実施してい
る事業の中では
高い割合であっ
た。

4
高齢介
護課

高齢者や障
害者等の自
立支援体制

の充実

1

①
90.9％
②
 96.1
％

28年度計画
実績数値

基本目標

①
4,148人
②
13,537
人

1
高齢者講座
「遊友ひが
し」

省略

①介護予防いきいき教室
　　実施回数…366回
　　利用者数…4,148人
　　（男性374人、女性3,774人）
②湯っこで生き生き交流事業
　　実施回数…599回
　　利用者数…13,537人
　　登録者数…489人
　　（男性19人、女性470人）

№

2
介護予防教
室

　高齢者の介護予防
を通し、高齢者同士
の交流を深め、社会
参加活動を促進す
る。

4

事業名 内容 評価 取組の実績

重点項目

施策の方向
平成28年度事業実施状況及び評価

女性比 問題点及び今後の課題

問題点：両事業とも男
性の参加が少ない。
そのため、男性が興
味を持つような企画
の検討と、男性の参
加を促すために、男
性が多く参加する老
人クラブ連合会総会
や町内会総会などの
場を利用し、PRの実
施をするなど、今後
新規参加者を増やす
ため、高齢者のニー
ズや興味にあった新
たな企画を展開して
いくことが課題となっ
ている。

なし

①地域の集いの場づ
くりには、地域の相談
役や協力者として男
性の理解と協力が必
要であるため、在宅
介護支援センターと
一緒に働きかけてい
くことで、地域の男性
参加者の増加を目指
す。
②男性参加者の増加
を目指し、昨年度に
引き続き筋トレ教室や
アネックスを活用した
スポーツ体験企画を
継続していく。「広報
とわだ」にて事業の普
及啓発を図り、観光
企画など魅力あるメ
ニューを検討すること
により全体的な参加
者の増加を目指す。

「障害者のしおり」「生
活保護のしおり」を作
成し、相談者や新規
認定者、または希望
者に窓口で配布す
る。

3
福祉サービ
スに関する
情報提供

　　「障害者のしおり」
「生活保護のしおり」
を作成し、福祉サー
ビスに関する情報を
提供する。

4

「障害者のしおり」「生活保護のし
おり」を作成し、相談者や新規認定
者、または希望者に窓口で配布し
た。
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前期５年間で
3,937人に対し、
332,331千円の
助成を行った。

4
生活福
祉課

H24からH28の5
カ年で延べ290
件の相談に対応
したほか、市広
報紙による制度
の周知を行っ
た。

4
生活福
祉課

手話通訳者の派遣に
より、聴覚障害者の
日常生活における健
常者とのコミュニケー
ション支援を行った
が、手話通訳者の登
録者数の増について
今後も進めていく必
要がある。

4
生活福
祉課

24～28年度
計画の総括

達
成
度

担当課

H24からH28の５
カ年で、就労移
行支援サービス
142人、就労継
続支援サービス
1,070人に対し
サービスの提供
を行った。

4
生活福
祉課

特になし

障害者が地域社会の
中で共生していくた
めに、生きがいをもっ
て働くことができるよ
う、障害福祉サービス
事業所と連携をとりな
がら、情報提供して
いく。

49回
995件

通訳者
登用

83.3％

全体の登録者数が少
ないので、今後手話
通訳者の育成のため
の事業を行っていく
必要がある。

聴覚障害者と聴覚障
害のない者とがコミュ
ニケーションをとるた
めには、手話通訳者
の役割は重要であ
り、申請に対し引き続
き派遣をしていく。

69件

施策の方向

相談員
登用
56％

相談員の制度につい
て周知する機会が少
ないので、今後窓口
等で周知するよう努
める。

障害のある者の福祉
の増進のため、障害
のある本人または家
族からの相談に応
じ、更生に必要な指
導及び助言をする。

特になし

障害者手帳所持者の
中で、要件を満たす
障害者の方につい
て、医療費の助成を
継続していく。

平成28年度事業実施状況及び評価
28年度計画

№ 事業名 内容 評価 取組の実績

7

女性比 問題点及び今後の課題

6
障害者に対
する相談体
制の充実

4
障害者の日
常生活支援

　障害者の日常生
活、社会参画、就労
を支援するための事
業を実施する。

・身体障害者相談員9人
　　相談件数31件
・知的障害者相談員2人
　　相談件数38件

　障害者が地域で安
心して生活できるよう
に身体障害者相談
員、知的障害者相談
員を配置し相談指導
を行う。

4

・手話通訳者派遣事業
　手話通訳者登録者6人
　派遣回数　49回
・手話通訳者設置事業
　非常勤職員　　1人
　業務件数　約995件

5
重度心身障
害者等に対
する支援

289人

　重度心身障害者と
その家族等を支援す
るための事業を実施
する。

4

重度心身障害者医療費助成
・受給者数　　　757人
・申請件数　　17,340件
・助成額　　64,415千円

実績数値

4

就労移行支援サービス利用者数
26人
就労継続支援サービス利用者数
263人

757人

手話通訳者
の派遣

　聴覚障害者の社会
参加を促進するた
め、手話通訳者を派
遣する。

4

高齢者や障
害者等の自
立支援体制

の充実

1
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商工労
政課

24～28年度
計画の総括

達
成
度

担当課

こころの悩みを
抱える対象者及
び家族に対する
支援を行った。
今後も各種事業
や関係機関との
連携により、対象
者の把握に努め
支援していく。

4
健康増
進課

高齢者の社会参加や
生きがいの場づくりを促
進するとともに、就労機
会の充実を図るため、
十和田市シルバー人材
センターが行う事業に
対して支援する。

28年度計画
№ 事業名 内容 評価 取組の実績 実績数値 女性比 問題点及び今後の課題

相談内容が複雑かつ
多様化しており、今後
も対象者への継続的
な関わりや関係機関
との連携が必要であ
る。

　精神障害者に対す
る在宅福祉サービス
の充実を図り、相談
対応や家庭訪問を通
し、日常生活支援を
行い、自立と社会参
加を促進する。

◇精神科医師によるこ
ころの相談を年10回実
施。こころの悩みを抱え
る当事者および家族等
を対象とする。
◇精神障害者継続支
援対象者や随時相談
による対象者に対し、保
健師が家庭訪問し、精
神障害者の早期治療、
再発防止や社会復帰を
支援する。
◇心身の悩みを抱える
当事者や家族等からの
電話や面接による随時
相談を継続していく。

会員数、事業実
績も伸びており、
概ね良好であ
る。
※平成28年度末
会員数　453人
（うち、男性252
人、女性201人）

4

十和田市シルバー人
材センターの自立運
営体制を確立するた
め、更なる会員の確
保や受注事業の拡大
を図るよう働きかけが
必要である。

4
こころの相談事業…3回（5人）
訪問指導…217件
電話・面接指導…165人

387人 約61%

　健康で働く意欲の
ある高齢者の経験と
能力を生かした臨時
的・短期的な就業の
機会を拡充するた
め、シルバー人材セ
ンターの活動を支援
する。

4

高齢者の社会参加や生きがいの場
づくりを促進するとともに、就労機
会の充実を図るため、十和田市シ
ルバー人材センターが行う事業に
対して支援した。

9

8

シルバー人
材センター
活動に対す
る支援

精神障害者
への日常生
活支援

平成28年度事業実施状況及び評価

高齢者や障
害者等の自
立支援体制

の充実

1

施策の方向
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生活福
祉課

24～28年度
計画の総括

達
成
度

担当課

市の地域福祉の
推進をする十和田
市社会福祉協議
会に運営費の一
部を補助すること
により、その活動を
支援することがで
きた。

5
生活福
祉課

生活福
祉課

就労支援により、新
規就労や収入増、自
立へと成果が上がっ
ている一方、パートや
アルバイトのため収
入が低く、自立に
至っていないケース
が多くある。

3
生活福
祉課

高齢介
護課
Ⅲ-2-1
と重複

生活困窮者自立相
談支援員、就労支援
員を配置し、ハロー
ワーク等との連携によ
り、相談支援・就労支
援を実施できた。件
数が少ないことから、
さらに制度の周知を
進める。

3

人件費分として、十
和田市社会福祉協
議会へ46,356千円の
予算額の範囲内で補
助する。

特になし

　担当ケースワーカー及び就
労支援員がハローワークと連
携し、就労先の紹介を積極的
に行い、自立に向け支援して
いく。また、ひとり親世帯に対し
ては、家庭相談員等、関係機
関と連携し悩み相談など、家
庭の見守りを行い生活の安定
を図る。

①生活困窮者の自立の促進を
図るため、相談支援や就労支
援を行う。②離職により経済的
に困窮し、住宅を喪失するお
それのある方などに対し、家賃
相当分の住居確保給付金を有
期で支給することにより、住宅
及び就労機会の確保に向けた
支援を行う。

就労支援事業所
や職親制度を活
用した支援を行
うことができた。

4

十和田市社会福祉協議会に管理
運営費として人件費分を補助金と
して交付した。

3

3

・就労先もパートやアル
バイトが多く、自立につ
ながる就労先が少ない
状況にある。
・子育てと仕事の両立
が難しいため、子供の
保育や精神面等でのサ
ポートも必要である。

①経済的生活困窮状態の
判断となる指標が整備され
ておらず、需要量を把握で
きない。
②町内会や民生委員にチ
ラシを配布し制度の周知を
図っているが、相談件数が
伸びていない。

平成28年度生活保護の動向（H29.3月末現
在）
　被保護世帯数937世帯（うち母子世帯16世
帯）
　被保護人員1,113人（うち母子世帯人員50
人）
就労支援プログラムを活用して、就労支援
員等による自立への支援を行い、2世帯が
就労した。

新規相談受付件数：40件
就労支援対象者数：11人
◇生活困窮者の自立支援
就労・増収率：44％（8人/18人）
（国の目安値：42％）

28年度計画

1

　

平成28年度も継続
し、1事業所1人実施
する。

4

・職親については、今
後も一般就労に向け
て継続して行う。
・今後も事業の趣旨
を鑑み、新たな協力
事業所の選定をしな
がら、有効的に活用
する必要がある。

心身障害者
の雇用促進

12

11

・障害福祉サービスの中で、窓口
において就労を希望する障害者
に、就労支援事業所を紹介した。
・職親制度として、市内1事業所と
委託契約を結び、1人の受け入れ
をしていただいた。

　関係機関と連携し、
相談体制と雇用に向
けた機能回復訓練の
充実及び事業主への
雇用促進を図る。

10
社会福祉協
議会への支
援

　福祉活動拠点の確
立と民間福祉活動の
整備拡充を図るた
め、社会福祉協議会
の運営を支援する。

5

平成28年度事業実施状況及び評価

№ 事業名 問題点及び今後の課題実績数値 女性比
施策の方向

取組の実績

生活保護者
に対する支
援

生活困窮者
に対する支
援

　生活保護の適正実
施に基づき、生活困
窮者に対し、生活保
障と自立を支援す
る。

　生活保護に至る前
の段階で、相談支援
や就労支援により、
生活困窮者の自立を
支援する。

内容 評価

地域包括支
援センター
の充実

省略
1

高齢者や障
害者等の自
立支援体制

の充実

ひとり親家
庭等生活上
の困難に直
面する家庭
への支援

2
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24～28年度
計画の総括

達
成
度

担当課

・家庭訪問は、新生児・
乳児・妊婦・産婦・幼
児・学童等の個別の状
況に応じて支援する。
・保育所訪問等により情
報交換を実施する。
・母子健康手帳交付時
及び母子保健相談（乳
幼児相談、発達支援相
談、子どものこころの相
談）等により来所相談に
対応する。

保護者の経済的
負担の軽減を図
り、教育の機会
均等に資するこ
とができた。

4

児童生徒は減少してい
るが家庭の所得が減少
傾向にあり、就学援助
を受ける児童・生徒の
比率は年々増加してお
り、引き続き必要な家庭
への援助は必要であ
る。
　支援対象者が申請を
逃すことのないよう、支
援制度の広報周知し、
制度の理解を深めるよ
う努める必要がある。

保護者からの申請に
基づき、必要な援助
を行う。援助品目・金
額は前年度と同額。
①学用品費②通学
用品費③新入学児
童生徒学用品費④
校外活動費⑤修学
旅行費⑥医療費

H28年8月から医
療費の現物給付
を県内の医療機
関に拡大し、受
給者の利便性が
向上した。引き
続き当該制度の
周知に努める。

4

4

（以下延べ件数）
・新生児訪問　285件
・乳児訪問　167件
・妊婦訪問　0件
・産婦訪問　446件
・幼児訪問　21件
・学童訪問　3件
・その他　41件
・保育所訪問等による情報交換数
　　203件
・母子保健(健康）相談　490件

1,656人

・乳児全戸訪問は実施率
100％を目指しているが、
長期入院や里帰り等により
訪問できない場合もある
が、確実な対象者把握に
努めている。
・産前産後の悩みに適切
に対応できるように、今年
度から助産師による妊婦訪
問と妊産婦の相談を開始し
たので、安心して育児がで
きるように実施状況を評価
してすすめる必要がある。

評価 取組の実績 実績数値 女性比

健康増
進課

こども子
育て支
援課

2

ひとり親家
庭等生活上
の困難に直
面する家庭
への支援

施策の方向

教育総
務課

ひとり親に
関する相
談・福祉
サービスな
どの情報提
供

　ひとり親家庭の福祉
に関する実態を把握
し、福祉サービスに
関する情報提供を行
う。

4
就学援助事
業

　経済的理由により
就学困難と認められ
る児童生徒に対する
学用品等の援助を行
い、保護者の負担軽
減を図る。

4

経済的理由により就学困難と認め
られる児童生徒に対する学用品等
の援助を行い、保護者の負担軽減
を図った。
〈援助内容〉
①学用品費②通学用品費③新入
学児童生徒学用品費④校外活動
費⑤修学旅行費⑥医療費
〈対象者〉
小学校460人、中学校290人

妊産婦から乳幼
児まで切れ目の
ない支援ができ
るように、妊婦訪
問と就学前（5歳
児）の相談体制
の充実を図っ
た。対象者の状
況に応じて家庭
訪問や相談等に
より継続的に支
援をする必要が
ある。

43

母子に関す
る訪問指
導、相談体
制の充実

　家庭訪問や相談体
制の充実により、自
立・健康支援に努め
る。

特になし

ひとり親家庭の養育・
経済面の問題に対
し、現状に応じた相
談体制の充実と強化
を図り、福祉サービス
（対象事業・内容等）
の情報提供に努め、
ひとり親家庭の児童
及び親に対して医療
費の一部を助成す
る。

2

平成28年度事業実施状況及び評価
28年度計画

№ 事業名

2,267人 ―4

ひとり親家庭等医療費給付対象者
数・件数・給付額
児童1,354人・14,870件・29,988千
円
親913人・7,398件・21,946千円

 （親内訳　　母803人　　父110人）

問題点及び今後の課題内容


